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別紙
委員長　　　　開会宣言
議案第２号
保険医療課長　議案第２号平成２６年度長久手市国民健康保険特別会計予算について説
　　　　　　明

すえ委員　　　総務管理費の通信運搬費が前年度に比べ２６２万円増額しているのはなぜか。
保険医療課長　２年に１度行う被保険者証更新の郵送料による増額である。
岡崎委員　　　特定健康診査の検診受診率について、検診目標率を平成２６年度は５０．２５％､３，７００人見込みとし、段階的に目標率を上げていくということだが毎年どの程度あげていくのか。
保険医療課長　年２．５％である。

岡崎委員　　　特定健康診査の検診受診率の愛知県平均はどの程度か。
保険医療課長　平成２４年度特定健康診査の検診受診率の長久手市は１１位であり、愛知県の県平均３６．６％である。

原田委員　　　療養給付費交付金が６，８９１万９，０００円の大幅減の要因はなにか。
医療給付費の減額の要因は何か。

同課国保年金係長　対象者の人数が減ることにより、支出である退職被保険者療養給付費を減額したことで、歳入である療養給付費交付金も減額と見込んだためである。
原田委員　　　医療給付費滞納繰越分、介護納付金分滞納繰越分、後期高齢者支援金等分滞納繰越分として解決する見込みの金額が計上されているが、現在、滞納はどのようか。
収納課長　　　２６年１月末の国民健康保険税関係の滞納繰越調停額は２億６，５５２万４，１３９円である。

原田委員　　　来年度の滞納世帯数の算出はどのようか。
収納課長　　　予算上の計上の算出については、滞納繰越分については、平成２０年度から平成２４年度の平均徴収率を勘案して予算計上した。
原田委員　　　今までの解決方法は、短期保険証を発行して窓口に来てもらい納付相談をする。滞納金額が税と合わせて５０万円を超えれば滞納整理機構へ送るというかたちである。そこで、社会保障の改革プログラムにおいて、国民健康保険制度は保険制度の重要な一環をなすものであるが、これを民間保険なみの保険制度へ変えていこうという動きがあるが承知しているか。
収納課長　　　承知しているが、今の制度上の対応としては、滞納整理機構もあるし、短期保険証の制度も取り入れていきたいと考える。保険税を納めた人と納めない人の公平性を保つために、また、保険制度自体が、補助金、保険税でまかなっていることを考えると、滞納については、徴収率アップを念頭に収納課としては動くものと考える。
原田委員　　　国民健康保険制度においては、もともと国民保険法の第１条に社会保障制度の一環とする位置づけがあり、憲法２５条の最低限度の生活を守るということから、払わないから医療保険を受けられないというのではなく、払えないという認識を持ち、税の緩和制度、減免制度を踏まえた上で対応していくのか。払わないから医療保険を受けられないというのでは、払えない人に払えといって強力に迫る感じがするからである。

収納課長　　　収納の原則として、納税能力のある方からは徴収、払えない方については、緩和制度があるので、それにのっとって行う。

原田委員　　　短期保険証の発行について、基本は６か月と１年であるが３か月の方もある。６か月未満の方について、改善すべきと考えるが、国保の係とどう連携するか。

収納課長　　　収納課としては、短期保険証があることを前提に動いているが、３か月にするか､６か月にするかという期間は保険医療課の判断を尊重したいと考えている。
　
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第２号平成２６年度長久手市国民健康保険特別会計予算については、
全員が賛成。
議案第２号は、原案のとおり可決
議案第７号
保険医療課長　議案第７号平成２６年度長久手市後期高齢者医療特別会計予算について

　　　　　　説明

すえ委員　　　歳入の後期高齢者医療保険料については、２年に１度の保険料の改定と被保険者の増加が理由ということで、２．３６％増加しているのに対し、歳出の一般管理費が１９２万円減額しているのはなぜか。

同課医療係長　歳出の一般管理費の減額については、後期高齢者医療のシステムの機器において、平成２６年度からリースに移行する方向でシステム機器等保守の関係について減額したためである。

佐野委員　　　後期高齢者医療保険料の被保険者数は何人か。

同課医療係長　被保険者数について、平成２５年度は３，２６０人、２６年度は伸び率をかけ、３，４８０人と見込んでいる。
岡崎委員　　　被保険者１人あたりの医療費が伸び、高齢者が増え被保険者も増えている。保険料率改定の認識はどのようであるか。

保険医療課長　国が全国一律に徹底する後期高齢者負担率が１０．５１％から１０．７３％になったことにより、今回改定となった。愛知県は１１．１８％の保険料の増加が見込まれていたが、平成２４年度、２５年度の余剰金と財政安定化基金を活用したため、１人あたりの保険料は２，６２２円増加したが、３．２８％に抑えられている。また、低所得者の均等割額の軽減対象が拡大されたと認識している。
岡崎委員　　　均等割額の軽減の数字はどうか。
同課医療係長　保険料率の均等割額に対する軽減は、９割軽減、７割軽減、５割軽減、２割軽減の４段階がある。このうちの５割、２割の軽減の方が改定により拡大される。
加藤委員　　　１人あたりの保険料は、県に比べ長久手市は２万円以上高いがなぜか。

保険医療課長　長久手市は高額所得者が多く、平均すると高くなる。

加藤委員　　　高所得の方が多いのが理由か。

保険医療課長　後期高齢者の保険料は、所得割と均等割で算出されるがこれは、愛知県内一律である。所得割と均等割についても軽減措置はあるが、県内比較すると１人あたりの保険料が高くなるのは、長久手市は高額所得者が多いからである。
同課医療係長　後期高齢者の被保険者の方の現役なみ所得の方、保険証でいくと３割負担の方が、平成２５年度は県では８．９％であるが、長久手市は１４．３％と高い割合である。

原田委員　　　低所得者の方に対し、以前、福祉医療給付金があったが、２，００８年に廃止されている。他市町では、この制度を維持しているところがあるが長久手市はどうか。
保険医療課長　後期高齢者医療制度の中では対応していないが、福祉医療の中で対応している。

原田委員　　　後期高齢者医療での短期保険証の交付対応はどのようか。

保健医療課長　短期保険証の制度はあるが、今のところ発行した事例はない。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第７号平成２６年度長久手市後期高齢者医療特別会計予算について

は、全員が賛成。
議案第７号は、原案のとおり可決

議案第２８号
保険医療課長　議案第２８号長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例につい

て説明　　　　

原田委員　　　基礎課税額等の上限を引上げるわけだが、低所得者の方の軽減が拡大するというがどういうものか。
国保年金係長　現在、地方税法の税制改正が国会で審議中であるが、今回限度額を上げるということとセットで、低所得者への軽減として５割、２割の軽減を拡大する法令を審議中である。
原田委員　　　今回限度額の引上げをしても、国民健康保険加入者なので７４歳までである。今回の基礎課税額等の上限引上げにより、限度額超過世帯は２００から１８０に減るということだが、年ごとに被保険者数は減るのか。

国保年金係長　全体として国民健康保険加入者の人数は増えつつある。６５歳から７４歳の方の人数も増えつつあるが、限度額超過世帯の増減は分析していない。
原田委員　　　限度額超過世帯に入るのは、所得がいくら以上の方か。

国保年金係長　変更前の基礎課税額等上限７３万でいくと世帯所得１，０８０万円、変更後の基礎課税額等上限７７万でいくと世帯所得１，３２０万円である。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第２８号長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第２８号は、原案のとおり可決
暫時休憩

午前１０時５２分休憩
　　　　　　　
午前時１１時５分再開

議案第６号
委員長　　　　休憩前に引き続き会議を再開
長寿課長　　　議案第６号平成２６年度長久手市介護保険特別会計予算について説明　　　　

吉田委員　　　地域密着型に関する委員会は、２５年度には何回開催したか。２６年度は何回開催予定か。
長寿課長　　　平成２５年度は２回開催予定、２回目は３月２５日に開催する。平成２６年度は３回開催予定で計上している。

吉田委員　　　地域密着型の委員会に関係する施設はいくつか。

同課長補佐　　市内の地域密着型のサービスについては、グループホーム４施設、地域密着型の小規模特別養護老人ホーム１施設、小規模多機能型居宅介護サービス１施設、４月オープン予定の地域密着型の小規模特別養護老人ホームが１施設、定期巡回型訪問介護看護サービスが３月末に２施設できる予定。現在６施設だが、２６年度当初には３施設増加する予定である。

吉田委員　　　委員会では積極的に意見が出ているか。

長寿課長　　　意見は出ている。例えば平成２５年７月開催会議では、新しい施設の地域密着型小規模特別養護老人ホームに関する意見がたくさん出た。
すえ委員　　　介護認定審査会委員報酬について１人１回２万円の報酬でよいか。他の委員に比べ高額と思うがどうか。年４８回の会議に全員が出席するのか。

長寿課長　　　報酬は１回１人につき２万円である。委員は医師、歯科医等専門職にお願いしておりこの金額にしている。委員２０人を５人ずつの４合議体に分け、委員会は年４８回開催している。月４回開催するが、委員１人あたりでは月１回、年１２回の出席である。

岡崎委員　　　歳出の介護保険給付費介護サービス等諸費の約４，６００万円の増加は何か。
長寿課長　　　介護保険給付費介護サービス等諸費の中の地域密着型介護サービス給付費において、３月末開始予定の定期巡回型訪問介護看護サービス２施設、４月オープン予定の地域密着型小規模特別養護老人ホームが１施設の増加分として４，０００万円の増加を見込んでいるためである。また、介護保険給付費介護サービス等諸費の中の居宅介護サービス給付費についても利用率を見て１，５００万円程増額を見込んでいるためである。
すえ委員　　　歳出の介護保険給付費の介護サービス等諸費の中の介護予防サービス給付が年々減額されているがどうしてか。

同課長補佐　　予算の算出方法は、前々年度の予算給付実績と前年度の実績給付見込額の２年間の伸び率を踏まえて算出している。平成２３年度と平成２４年度のところで、３年に１度の介護保険の事業計画策定を行った。平成２４年度介護報酬の改定で、平成２４年度予算の予防給付費を増額したものの、実際には、同様に平成２５年度の介護予防給付の報酬改定により単価が下がった影響により、予算よりも実績が下がったためである。
すえ委員　　　要支援等の認定が厳しくなったことは関係していないか。

同課長補佐　　認定というよりは報酬改定により、要支援の方の生活支援サービスの単価時間が６０分から４５分に見直しがあったことにより、同じサービスを使っても、時間が短くなったことで支払う報酬単価が下がったことが原因の一つと考えている。
長寿課長　　　要介護認定を受けている方は１月末で１，０８０人いるが、そのうち、約２８０人が要支援、約７９０人が要介護である。この人数は増加している。認定が厳しくて要支援者が減ってきているということではない。

原田委員　　　歳入について、介護保険が開始した当初は、１号被保険者の負担割合は１９％、国庫支出金は２５％、支払基金交付金は３１％、県支出金が１２．５％で開始したが、平成２６年度予算を計算すると、１号被保険者の負担割合は２１．３％、国庫支出金は１８．７％、支払基金交付金は２８．３％、県支出金が１３．９％である。市が１６．０％である。国庫支出金と、支払基金交付金以外は上がっている。介護保険料が３年ごとに上がることが要因ともいえるが、どうしてこのような割合になったのか。
長寿課長　　　その割合は総額に対するそれぞれのパーセントという認識でいる。積算については、例えば国庫支出金については国の基準どおり給付費の２０％、または、サービスによっては１５％を計上している。また、支払基金交付金、２号保険者負担分については、給付費の２９％を計上している。県、市については１２．５％である。ただし、ものによっては１９．７５％もある。県・市１２．５％、１９．７５％もある。予算計上はあくまで、２款の介護保険給付費、３款の地域支援事業費についてそれぞれの負担割合をかけて積算している。
原田委員　　　施設介護サービス給付費が９８３万減額した理由は何か。

同課長補佐　　施設介護サービス給付費が９８３万減額した理由の１つとして、この施設介護サービスの対象の施設は、長久手市内でいうと、たいようの杜１か所である。あとは、市外のサービスを利用するものである。これは３年に１度作成する事業計画の中で､県が総枠の規制をかけているサービスの種類である。第５期事業計画中は、新たなサービスが進出していないのが大前提である。もう１つの要素は、有料老人ホームのサービスがあるが、有料老人ホームのサービスには住宅型の老人ホーム、介護付有料老人ホームがあり、さらに最近はサービス付き高齢者向け住宅などもできてきている。これらのサービスについては、居宅介護サービス給付費に含まれている。そちらにサービスを使う人が移ったと推測している。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第６号平成２６年度長久手市介護保険特別会計予算については、
全員が賛成。
議案第６号は、原案のとおり可決
議案第1３号
長寿課長　　　議案第１３号平成２５年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第２号）

について説明　
原田委員　　　歳出の介護保険給付費の介護サービス等諸費が２億円ほど減額であるが、その結果歳入国庫支出金が減額になった。１号被保険者の分も減額しないといけないと思うがこの予算書の中にはでていないが、そのお金の扱い方は繰越し金になるのか。
長寿課長　　　介護保険料については、保険料の額が２５年度当初に賦課させていただいているので減額にはならない。平成２４年度から２６年度の決まった保険料を７，７００人の方に納めてもらうことになる。平成２５年度の繰越しについては、見込みとして２５年度は５，９００万円程の基金を繰入れしないと賄えない状況である。最終的な精算は２６年５月に確定してから、新年度に精算行為をするが、今の段階では基金を繰入れしなくてはいけない状況なので、収支０になる見込みである。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第１３号平成２５年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第２号）については、全員が賛成。
議案第１３号は、原案のとおり可決
議案第２７号
長寿課長　　　議案第２７号長久手市福祉の家条例の一部を改正する条例について説明　　　　

加藤委員　　　金額の上限を７００円にする条例だが、７００円以下なら温泉が自由に金額を決めれるのか。
長寿課長　　　料金については、市外の方７００円、市内の方５００円、子どもを現行４００円から３００円に変更するものとして（株）長久手温泉と協議している。協議の結果、福祉の家の条例第１４条にあるように、料金を決めるに当たっては、市長の承認が必要とあるので、（株）長久手温泉が自由に決められるものではない。市と温泉と協議し、最終的には、市長の承認を得て決定される。
加藤委員　　　岩盤浴の金額はどうか。

長寿課長　　　現行の４００円のままである。

原田委員　　　消費税増税分は外税か､内税か。
長寿課長　　　税金については現行内税であり、今後も内税でいく。４月に消費税が８％になり１年半後１０％になっても同じ料金でいきたいと考えている。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第２７号長久手市福祉の家条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第２７号は、原案のとおり可決
議案第２６号
福祉課長　　　議案第２６号長久手市福祉の家条例の一部を改正する条例の一部を改正

する条例について説明　　　　

佐野委員　　　今後の影響について具体的に何があるか。
福祉課長　　　総合支援法に基づき、現在のつばさ作業所とひまわり園を福祉の家の中に統合して開所するものである。生活介護、就労支援のサービスをしていくので、市内、市外の障がいのある方が、この地域で自立して社会参加していくための施設として寄与していくものと考えている。
加藤委員　　　現在、市外の人は何人か。また、市外、市内を区別しないのは、法の定めか。
福祉課長　　　現在、つばさとひまわり園の利用者において市外の方はいない。今後、指定管理をした業者NPO法人百千鳥が運営をしていくわけだが、そことの契約の中で、市外の方から通所の意向が出されることはありうる。また、居住地を限定せず支援者を受け入れるのが、法の趣旨である。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第２６号長久手市福祉の家条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第２６号は、原案のとおり可決

暫時休憩

午後１１時５６分休憩
　　　　　　　
午後１時１０分再開

請願第１号

委員長　　　　休憩前に引き続き会議を再開
紹介議員　　　請願第１号『手話言語法』制定を求める意見書の提出を求める請願について説明

暫時休憩

午後１時１３分休憩
　　　　　　　
午後１時３１分再開

委員長　　　　休憩前に引き続き会議を再開

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
請願第１号『手話言語法』制定を求める意見書の提出を求める請願については、全員賛成にて採択。
　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。

　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
閉会宣言
　午後１時３４分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成２６年３月１３日
教育福祉委員会委員長　　原田秀俊
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